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中期経営プラン2025について 
 

１　位置づけ 

札幌市の下水道は、札幌市の最上位の総合計画である「札幌市まちづくり戦略ビジョ

ン」の基本的な方向や、国の「新下水道ビジョン」などと整合を図りながら、事業を推進し

ています。 

プラン2025は、2021年から10年間の下水道事業の方向性を示す「札幌市下水道ビ

ジョン2030」を実現するための、前半５年間（2021～2025年度）における行動計画と

して位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　基本方針と基本目標 

 基本方針  

札幌をささえる下水道を次世代へつなぎます 

 基本目標  

１　安全で快適なくらしと良好な環境を守ります 

２　健全な経営を持続します 

３　幅広い世代への理解を促進します 
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３　プラン2025の要点 

① 急激な増加が続く老朽化施設への対応 

　 計画的な維持管理や改築を引き続き進めるとともに、​

      土木・建築構造物を含めた、処理施設の長期的な再構築計画の策定 

② 増加する自然災害への対応 

　 計画的な施設整備を引き続き進めるとともに、​

      内水ハザードマップの作成・公表や、液状化を踏まえた管路の耐震化の実施 

③ 一層厳しくなる経営環境への対応 

      コストの縮減や財源確保の取組を引き続き進めるとともに、​

      適正な受益者負担について具体的な検討を実施 

 

４　中期経営プラン2025の構成 

　　ビジョン2030の体系に基づき、基本目標を達成するための３つの取組と７つの「取組の

方向性」のもと、合計14の「取組内容」で構成します。 
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Ⅰ 安全で快適なくらしと良好な環境を守るための取組 
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 下水道施設の維持管理   

■５年間の主な取組 
１　管路の維持管理 

①下水道本管の目視点検 

・事業内容：施設の機能維持のための目視による点検 

・事業効果：管路内部の状況（土砂の深さや異常の規模）に応じて、清掃や補修を行

い、延命化を図る 

■指標：点検延長[km]・・・５年間の累計値 

 

 

 

 

 

②下水道本管の詳細調査 

・事業内容：修繕や改築の必要性を総合的に判断するためのテレビカメラなどによる

詳細調査 

・事業効果：調査結果に基づき、計画的な修繕や改築を行い、施設の機能を維持し、

延命化を図る 

■指標：調査延長[km]・・・５年間の累計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③コンクリート製取付管の詳細調査 

・事業内容：異常発生率の高いコンクリート製取付管の詳細調査 

・事業効果：取付管に起因する道路陥没事故の未然防止を図る 

■指標：調査箇所数[か所]・・・５年間の累計値 
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前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

6,934 
1,664 3,324 4,984 6,644 8,304 

1,735 3,387 5,005 6,446 － 

前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

1,128 
214 426 638 850 1,062 

217 437 659 881 － 

前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

24,814 
5,200 10,600 16,400 22,600 29,600 

5,500 11,464 17,848 24,249 － 



２　処理施設の維持管理 

　①処理施設の設備修繕 

・事業内容：水再生プラザ、ポンプ場などの機械・電気設備の修繕 

・事業効果：点検調査に基づく適切な修繕を実施していくことで、安定した 

　　　　　　下水処理を継続し、施設機能の維持・延命化を図る 

■指標：修繕台数[台]・・・５年間の累計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下水道施設の再構築  

■５年間の主な取組 

１　管路の改築 

・事業内容：詳細調査の結果などに基づく管路の改築 

・事業効果：老朽管路などを効率的かつ計画的に改築し、下水道の機能不全 

や道路陥没等の発生を未然に防止する 

■指標：改築延長[km]・・・５年間の累計値 
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前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

955 
190 400 610 820 1,040 

215 418 618 880 － 

前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

91 
34 70 108 149 193 

32 65 89 114 － 



２　処理施設の設備の改築 

・事業内容：水再生プラザ、ポンプ場などの機械・電気設備の改築 

・事業効果：計画的な改築の実施により、故障による機能停止の発生を抑制し、 

処理施設の機能を維持する 

また、改築にあわせて新技術や省エネルギー機器等を導入すること 

で、動力費等の維持管理費の縮減を図る 

■指標：設備の改築を行う施設数[施設]・・・５年間の累計値 
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前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

23 
9 12 14 18 23 

10 11 13 13 － 
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 雨水対策    

■５年間の主な取組 

１　雨水拡充管の整備  

・事業内容：平岸地区など、浸水被害が発生している地区や都市機能が集積し　被害

が想定される地区における雨水拡充管の整備 

・事業効果：雨水拡充管の整備により、浸水被害の軽減を図る 

■指標：整備延長[km]・・・整備開始後の累計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震対策    

■５年間の主な取組 

１　管路の耐震化  

・事業内容：被災時の影響が大きい重要度の高い管路の耐震化 

・事業効果：管路破損による道路陥没や液状化による管路施設の浮上・沈下な 

どを抑制することで、交通機能障害を防止できるとともに、流下 

機能の確保を図る 

■指標：耐震化延長[km]（管路の耐震化：再掲）・・・５年間の累計値 
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前計画までの累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

205.0 
205.8 206.4 207.4 208.4 209.2 

205.3 206.0 207.2 207.8 － 

前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

91 
34 70 108 149 193 

32 65 89 114 － 



２　処理施設の耐震化 

・事業内容：処理施設の中でも重要度の高い揚水施設（ポンプ棟）の耐震化及び​
耐震診断 

・事業効果：大規模な地震発生時における下水処理機能の確保を図る 

　　  ■指標：耐震化箇所数[か所]・・・５年間の累計値 
※ <　>は、工事未実施だが耐震性は確保できていることから実績に計上したもの 

 

 

 

 

 

■指標：耐震診断箇所数[か所]・・・５年間の累計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３　災害対応能力の向上 

・事業内容：下水道BCPの内容の継続的な点検 

・事業効果：地震時における下水道機能の維持及び早期復旧に寄与する 

■指標：点検回数[回]・・・年度ごとの実施回数 

 

 

 

 

 

 

9 
 

前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

4 
0 0 0 1 1 

<1> <1> <1> ＜１＞ － 

前計画累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

2 
3 5 6 7 10 

3 5 7 8 － 

前計画 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

1 
1 1 1 1 1 

1 1 1 1 － 



 

 

 処理の高度化の推進  

■５年間の主な取組 

１　最適な運転管理手法の検討やステップ式硝化脱窒法の導入  

・事業内容：放流先の河川に定められた水質環境基準を達成・維持していくための運

転管理の工夫や茨戸水再生プラザにおけるステップ流入式硝化脱窒法の

導入 

・事業効果：水質環境基準の達成・維持により、良好な水環境の保全を図る 

■指標：目標放流水質達成率[%]・・・年度ごとの達成率 
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前計画 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

100 
100 100 100 100 100 

90 100 100 100 － 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 合流式下水道の改善  
１　雨天時下水活性汚泥法の導入  

・事業内容：合流式下水道の改善対策として、手稲水再生プラザにおける雨天 

時下水活性汚泥法の導入 

・事業効果：汚濁負荷量の削減により、良好な水環境の保全を図る  

■指標：合流式下水道対策率[%]・・・整備開始後の累計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 
 

前計画までの累計 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

70 
70 70 100 100 100 

70 100（対策完了） 



 

 

 

 下水道エネルギーの有効利用   

■５年間の主な取組 

１　汚泥が持つエネルギーを利用した設備の導入 

・事業内容：西部スラッジセンター１・２系焼却施設における汚泥焼却廃熱を利用した​
スクリュー・バイナリー発電※11設備の導入 

・事業効果：省エネルギー及び温室効果ガス排出量の削減を図る 

■指標：温室効果ガス削減量[t-CO2]・・・５年間の累計値 
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前計画 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

－ 
990 1,980 3,960 5,940 7,920 

590 1,250 1,910 3,250 － 



 

 

 下水道資源の有効利用   
１　下水汚泥の有効利用 

・事業内容：下水汚泥の改良埋戻材やセメント原料などへの有効利用 

・事業効果：汚泥の有効利用の安定的な継続を図る 

■指標：有効利用実施率・・・年度ごとの達成率 
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前計画 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

100 
100 100 100 100 100 

100 100 100 100 － 



Ⅱ　健全な経営を持続するための取組 
 

  

 

 コストの縮減   

■５年間の主な取組 

１　施設の延命化とライフサイクルコストの縮減 

・​ 改築基本方針に基づき、適切な維持管理による施設の延命化と計画的な改築の実

施により、ライフサイクルコストを縮減 

２　施設規模の適正化の検討 

・​ 将来の人口減少を見据えた施設の統廃合など、施設規模の適正化の検討 

３　業務を効率化する取組 

・​ これまでの取組を継続するとともに、ICT※14の活用といった新たな業務を効率化す

る取組の検討 
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 財源の確保   

■５年間の主な取組 

１　国庫交付金、下水道事業が持つ資産の活用 

・​ 国庫交付金の積極的な活用 

・​ 用地の貸付や不要金属の売却などによる財源確保の継続 

・​ マンホール蓋などの下水道事業の資産に民間企業の広告を掲載するなど、資産の

最大限の活用の検討 

２　適正な受益者負担の具体的な検討 

・​ 将来の資金不足の可能性に備え、複数の使用料体系の比較や他都市の事例を参

考にするなど、適正な受益者負担についての検討 

 

 

15 
 



 

 

 技術力の維持・向上   

■５年間の主な取組 

１　研修の活用 

・​ 新規採用職員や異動職員を対象に内部研修の実施 

・​ 日本下水道協会などが実施する研修の積極的な活用 

２　情報共有の推進 

・​ 実務発表会を通じた各職場の調査・研究結果の共有 

・​ 複雑な業務のマニュアル化による効率的な業務の実施 

３　実務を通した技術の継承 

・​ 経験豊富な職員から若手職員への実務を通じた技術継承の機会の確保 

４　技術交流の推進 

・​ 民間企業や大学などとの連携により、幅広い技術や知識を取得 
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 官民民連携の強化   

■５年間の主な取組 

１　技術力の継承 

・​ 札幌下水道公社への総括管理業務の委託により、将来にわたり技術力​
を継承 

２　組織体制の確保 

・​ 公的機関や民間企業への業務委託を進め、今後見込まれる事業量の増加に対応

するための組織体制の確保 

３　多様なPPP/PFI※16の活用の検討 

・​ 多様なPPP/PFIの調査・研究を通じ、効率的な事業運営の検討 

４　さっぽろ連携中枢都市圏の自治体との連携 

・​ 石狩市の下水・汚泥の受入れや、圏域内市町村との災害時の相互支援の継続 
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Ⅲ　幅広い世代への理解を促進するための取組 
 

 

 

 下水道科学館を活用した環境学習  

■５年間の主な取組 

１　下水道科学館などの見学による環境学習の機会の提供 

・​ 下水道科学館見学会や小学校への出前授業などの実施 

・​ 水再生プラザなど下水道施設の見学会の開催 

・​ 水道記念館と連携した広報イベントの開催 

２　年間を通じた継続的なイベントの開催 

・​ 幅広い世代の方が楽しみながら学ぶことができるイベントの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■指標：下水道科学館来館者数[万人]・・・開館時からの累計値 
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前計画までの累計値 計画期間（上段：目標値　下段：実績値） 

2016-2020 2021 2022 2023 2024 2025 

99 
101 106 111 116 121 

101 106 112 118 － 



 

 

 

 効果的な情報発信  

■５年間の主な取組 

１　学生世代に向けた広報事業の展開 

・​ 大学生と連携した、子どもたちに向けた学生主体での実験教室の開催 

・​ 民間団体と連携した、学生に向けた下水道への関心を高める情報発信の実施 

２　下水道への関心や、下水道を正しく使う意識が高まる情報発信 

・​ 人通りが多い会場で、下水道の正しい使い方や、その効果を普及啓発するパネル展

の実施や下水道事業について分かりやすく説明する出前講座の実施 

・​ 子どもたちが職業体験できるイベント「ミニさっぽろ」へ、下水道の仕事を体験できる

ブースを出展 

３　ワークショップ※17やアンケート調査の意見を踏まえた情報発信 

・​ 下水道科学館来館者や各イベントでのアンケート調査や市民意識調査※18を活用し

たアンケート調査の実施 

４　市民の備えに役立つ情報発信 

・​ 浸水ハザードマップの作成・公表 

５　多様な広報媒体の活用と職員の情報発信力の強化 

・​ 広報パンフレットや札幌市公式SNSなど多様な広報媒体の活用 

・​ 下水道河川局の若い職員が中心となった「若手ワーキングプロジェクト」の活動を通

じ、職員の情報発信力を強化 
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中財政見通し 
 

 

 

■中期財政見通し 
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■事業費 

◆建設事業費 

建設事業費は、プラン策定時に見込ん

でいなかった都心アクセス道路事業の実

施により、プランよりも32億円増加しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆維持管理費 

維持管理費は、管きょの修繕箇所の

減少などにより、管きょ費の委託料が５

億減少しましたが、電気料金の高騰によ

り、処理場の動力費がプランと比べて

20％増（約５億円）と増加したため、プラ

ンよりも２億増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■主な財源 

◆下水道使用料収入 

下水道使用料収入は、コロナ禍の

2021、2022年度と比べて増加したも

のの、プランよりも１億円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆一般会計繰入金 

一般会計繰入金は、資本費平準化

債※23の発行により、資本費分が減少

したことなどにより、プランよりも１５億

円減少しました。 
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◆国庫交付金 

国庫交付金は、プランよりも２億円増加

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■企業債元利償還金・企業債未償還残高・資金残高 

◆元利償還金と未償還残高 

202４度の企業債元利償還金は、元

金償還金の減少により、プランよりも１

億円減少しました。 

また、202４年度末の企業債未償還

残高は、企業債の増加により、プランよ

りも８億円増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆資金残高 

202４年度末の資金残高は、プラン

よりも29億円好転しました。その理由

は、2023年度までに27億円好転した

ことによるもの。 

一方で、2022年度から続く電気料

金などの著しい物価高騰や借入利率の

増加により、2025年度は、維持管理費

や支払利息が増加し、急激な資金の減

少が懸念されます。 
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